














別紙６－Ⅲ
Ⅲ．財務状況の確認・評価

１．収支

(1) 収入

前年比 対計画比

（％） （％）

3,110,719,100 4,531,495,000 4,634,761,510 149.0% 102.3%
新型コロナが5類感染症に移行したことを受け、個人旅行や
修学旅行が回復傾向にあり、水際対策の緩和や円安の影響
により外国人観光客が増加

2,764,058,831 3,698,025,000 3,862,515,980 139.7% 104.4%
入場者数増に伴う店舗利用者数の増及び 高単価商品の導
入による客単価の増

5,874,777,931 8,229,520,000 8,497,277,490 144.6% 103.3%

909,789,587 850,000,000 301,634,425 33.2% 35.5%大規模修繕に係る指定管理料（繰越分を含む）

43,524,069 300,000 5,262,000 12.1% 1754.0%外部診療にかかる旅費及び謝金の増

43,524,069 300,000 5,262,000 12.1% 1754.0%

6,828,091,587 9,079,820,000 8,804,173,915 128.9% 97.0%

(2) 支出

前年比 対計画比

（％） （％）

4,680,191,250 6,129,257,000 5,823,305,322 124.4% 95.0%

861,869,644 944,095,000 909,556,690 105.5% 96.3%

10,751,831 18,083,000 29,328,786 272.8% 162.2%
医療機器の修繕、インボイス対応に伴うプログラム改修による
増

171,555,292 161,920,000 157,616,652 91.9% 97.3%

50,714,949 66,900,000 67,596,312 133.3% 101.0%

116,946,402 163,910,000 128,666,430 110.0% 78.5%
飼料費高騰を予測して費用を確保していたが、想定より単価
が上昇しなかった

385,879,997 451,432,000 429,839,272 111.4% 95.2%

115,995,154 81,850,000 96,509,238 83.2% 117.9%固定資産購入に伴う増

10,026,019 0 0 0.0% -

1,347,010,638 1,681,842,000 1,591,417,966 118.1% 94.6%

1,050,835,582 1,251,968,000 1,302,842,073 124.0% 104.1%給与額改定および配置人員増員に伴う増

36,923,273 33,847,000 42,153,995 114.2% 124.5%入館者増によるレジ袋の発注増

125,149,550 96,727,000 74,412,060 59.5% 76.9%
営業時間の短縮、警備員の配置場所の見直し、案内業務を
内製化したことによる減

30,555,806 42,209,000 38,086,932 124.6% 90.2%事務用機器、車輌賃借料等の減

＜利用者サービス費＞

人 件 費

印 刷 製 本 費

利用者サービス費

賃 借 料

1

売上原価

＜施設維持管理＞

修 繕 費

清 掃 費

植 物 管 理 費

動 物 管 理 費

建物維持管理費

減 価 償 却 費

そ の 他

支出項目
令和4年度実績

(円)
事業計画
(円)

令和5年度実績
(円)

特記事項（計画比の増減理由）

雑収入
雑収入

計

合計（Ａ）

〈現状分析・課題〉

・令和5年5月に新型コロナウイルス感染症が5類に移行し沖縄県への国内外からの入域観光客が増えたことにより入場者が増え入場料収入が増加した。
・入場者の増加を受けて物販・飲食施設の利用者も増え、売り場での商品配置の見直しなどの効果もあり収入はさらに増加した。
・今後も運営経費を上回る収入を継続するために、体験プログラムやMICEの実施、顧客満足度を意識した運営及び商品開発を実施していく必要がある。
・引き続き沖縄県・OCVB・旅行社・航空会社・北部地域等と連携しながら、更なる入場者数の確保や、飲食・売店営業の客単価および利益率上昇に取り組むことが必要である。

利用料金収入

入場料収入

売店等収入

計

指定管理料

収入項目
令和4年度実績

(円)
事業計画
(円)

令和5年度実績
(円)

特記事項
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93,321,576 248,488,000 122,856,378 131.6% 49.4%新規大型生物の搬入がなかったことによる管理費の減

10,224,851 8,603,000 11,066,528 108.2% 128.6%
電気遊覧車の利用が進まなかったことによる負担金（電気遊
覧車収支差額）の増

19,166,823 116,202,000 35,194,542 183.6% 30.3%入館者増に伴う費用増を見越し計上していたが計画より減

1,415,905,802 1,794,278,000 1,960,776,229 138.5% 109.3%売上増に伴う商品仕入の増

1,036,238,343 1,592,840,000 1,326,359,895 128.0% 83.3%

2,195,974 4,560,000 8,514,847 387.7% 186.7%現場で必要な物品の購入増

42,522,821 57,176,000 55,497,237 130.5% 97.1%コロナ対策用物品等の購入減

435,929,803 752,802,000 493,522,523 113.2% 65.6%電気料金高騰に備えたが計画より減

211,918,751 393,159,000 347,381,926 163.9% 88.4%利用率の減（旅行会社の利用による収入割合の減）

301,330,927 320,744,000 365,446,926 121.3% 113.9%売上増に伴う消費税納付額の増

42,340,067 64,399,000 55,996,436 132.3% 87.0%車輌維持費、通信運搬費の減

2 120,860,979 143,925,000 136,641,918 113.1% 94.9%リース減価償却費、人件費の減

3 217,092,168 232,127,000 244,815,708 112.8% 105.5%

488,582,066 1,159,267,000 1,159,267,000 237.3% 100.0%

297,267,000 297,267,000 297,267,000 100.0% 100.0%

129,315,068 800,000,000 800,000,000 618.6% 100.0%

41,999,999 42,000,000 42,000,000 100.0% 100.0%

19,999,999 20,000,000 20,000,000 100.0% 100.0%

5 61,281,100 850,000,000 301,634,425 492.2% 35.5%工事繰越に伴う執行減

5,568,007,563 8,514,576,000 7,665,664,373 137.7% 90.0%

89,565,066 125,375,000 116,286,834 129.8% 92.8%

4,013,665 27,919,000 50,117,785 1248.7% 179.5%イベント経費(サマーフェスティバル)の増

0 26,483,347 － －

0 0 － －

5,661,586,294 8,667,870,000 7,858,552,339 138.8% 90.7%

※「事業計画」欄は、当初の年間事業計画を記載するものとし、変更した場合には変更後の内容も記載すること。

※「現状分析・課題」欄は具体的に記入すること。

２．経営分析指標

前年比 計画比

（％） （％）

計画よりも指定管理料を除いた収入が増加し、大規模修繕を
除いた支出が減少したため、事業収支は増加した。

（収入(Ａ)－支出(Ｂ)）

収益率
17.1% 4.5% 10.7% 62.9% 236.7%事業収支が拡大した結果、収益率は計画よりも上昇した

（事業収支(Ｃ)／収入合計(A)）

事業収支（Ｃ）
1,166,505,293 411,950,000 945,621,576 81.1% 229.5%

合計（Ｂ）

〈現状分析・課題〉

・入場者や売店収入の増加を受けて人件費、印刷製本費、商品仕入れ等の運営経費が増加となった。
・令和７年夏に開園予定の北部テーマパークとの競合を踏まえ、人材確保、水族館の認知度を高めるための広報宣伝がより重要となる。
・全体的に老朽化が進んでいるため、修繕の計画的な実施や環境整備等、適切なコスト管理のもと適時に行っていく必要がある。

評価指標 令和4年度実績 事業計画 令和5年度実績 特記事項

小計

公園関連事業

地域還元事業

歩合納付金Ａ

歩合納付金Ｂ

4

県 へ の 固 定 納 付 金

＜国有財産使用料＞

＜大規模修繕費等＞

＜県職員人件費＞

＜県モニタリング費＞

調 査 費

販売費及び一般管理費

遊 覧 車 負 担 金

＜広告宣伝＞

＜商品仕入れ＞

＜その他事務費＞

消耗什器備品費

消耗品費

大規模修繕費用

委 託 費

光熱水費

支払手数料

租税公課

その他
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(879,396,689) (1,182,665,510)

15.5% 15.0%

2,164,514人 2,810,000人 2,956,092人 136.6% 105.2%

2,616 3,085 2,658 101.6% 86.2%

2,164,514人 2,956,092人

420 102

※「事業計画」欄は、当初の年間事業計画を記載するものとし、変更した場合には変更後の内容も記載すること。

※「現状分析・課題」欄は具体的に記入すること。

※「Ⅲ．財務状況の確認・評価」の各項目の「現状分析・課題」等を踏まえて、現年度（R6年度）の主な取組改善案を記入すること。

【経営分析指標の評価の考え方】

利用者あたり管理コスト 支出／利用者数

利用者１人に対する管理コストについて、過年度実績や類似施設と比較することにより、当該施設の効率性を確認する。（コストが抑え
られていても利用者が減少していないか、あるいは利用者は増加しているがコストがかかり過ぎていないかなど）
※変動がある場合には、その要因を整理すること。／※過年度に対し上昇している場合、現状の利用者数に対して支出が過大になっ
ていないか確認する。また、過年度に対し減少している場合、現状の利用者数に対し、必要な変動費が十分に充てられているか確認
する。

利用者あたり自治体負担コス
ト

指定管理料／利用者数
利用者１人に対する県の財政負担を確認する。
過年度実績や類似施設との比較により、当該施設の効率性を確認する。

人件費比率 人件費／支出

過年度実績や類似施設と比較して、適切な範囲内となっているか確認する。
※変動がある場合には、人件費そのものの増減によるものか、その他支出項目の増減によるものか、その要因を整理すること。／※人
件費の減少がある場合には、それにより効率が低下していないかを確認する。また、人件費の増加がある場合には、求められる管理水
準に対し必要な措置か確認すること。

外部委託費比率 外部委託費合計／支出
過年度実績や類似施設と比較して、適切な範囲内となっているか確認する。
※増減がある場合には、外部委託の範囲が仕様書等に定める適切な範囲内となっているか、外部委託の活用が業務の効率化に繋
がっているか確認する。

収益率 事業収支／収入
計画、過年度実績、類似施設と比較して、安定したものとなっているか、適切な範囲内となっているか確認する。
※計画や過年度実績に対し変動がある場合には、その要因を整理すること。／※計画等に対し上昇している場合、必要な変動費が十
分に充てられているか確認すること。また、計画等に対し減少している場合、当初の収支見込が適切であったか精査すること。

利用料金比率 利用料金収入／収入
指定管理者の主な収入源がどこにあり、それが安定したものであるのかを確認する。
※過年度実績に対し増減がある場合には、利用料金そのものの増減によるものか、自主事業等その他収入の増減によるものかなど、
その要因を整理すること。

評価指標 計算方法 評価の考え方

事業収支 収入－支出
事業収支がマイナスの場合、継続性の面で課題となるため、県、指定管理者で協力して黒字化のための方策を協議する必要がある。
※計画や過年度実績に対し変動がある場合には、その要因を整理すること。

〈現状分析・課題〉

・入場者数の増加や売店等収入の増加により、事業収支及び収益率は計画より上昇した。
・令和４年度の自治体負担は、管理運営の継続のための応急的な措置であり、令和５年度は負担なし。

評価（③財務状況） A

Ⅲ．サービスの安定性評価
（財務状況）
取組改善案

・施設の魅力を高め、更なる入場者の確保や地域と連携した商品やSDGsに配慮した高単価商品の開発に取り組む。
・開館から20年経過し、修繕費の増加が見込まれることから、業務の内製化など必要な経費削減の取組は継続しつつ、効率的な支出を図る。

利用者あたり管理コスト
利用者当たり単位コストは利用者の増加により低下した

（支出(Ｂ)／利用者数）

利用者あたり自治体負担コスト
- -

（指定管理料／利用者数）

-

外部委託費比率
- 96.9% -

（外部委託費合計／支出(Ｂ)）

利用料金収入の増加により利用料金比率が上昇した
（利用料金収入／収入(Ａ)）

人件費比率
18.6% 14.4% 16.6% 89.3% 114.8%

支出総額は大規模修繕の繰越、電気代の補助金等により減
少したものの、人件費は増加したため人件費比率は上昇した

（人件費／支出(Ｂ)）

利用料金比率
86.0% 90.6% 96.5% 112.2% 106.5%

【評価基準（③財務状況）】

収益率（事業収支／収入合計）

Ａ： 0％以上

Ｂ：-5％以上、0％未満

Ｃ：-5％未満

【評価基準（③財務状況）】

収益率（事業収支／収入合計）

Ａ： 0％以上

Ｂ：-5％以上、0％未満

Ｃ：-5％未満

-75-






